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１ はじめに

本論文は、半導体市場の中核的な位置にあるメモ

リー市場で 60％前後（出荷額ベース）を占める

Dynamic Random Access Memory（以下、DRAM）

市場での2000年から2003年における寡占状況を概観

することを主な目的としている。本論文ではまた、

DRAM市場での競争状況の変化の中で、競争政策上

特に注目すべき点を捉えていく1）。

本論文の次節以降では、以下に示す論点１と２に

ついて議論を進めていく。

１ 1990年代を通して、DRAM市場は新規参入企

業の増加とその後の淘汰という経過をたどって

きた。特に淘汰の方向に押し流されてきたのは、

既存の支配的企業であった日本と米国の総合電

機企業であった。2000年時点では、この淘汰の

圧力に対して日本企業はかろうじて市場に踏み

止まるという状況であったが、その後の競争過

程において日本企業がどのような対応をしてき

たのかを考察する。

２ DRAM市場は、1980年代の終わりには、日本

の総合電機企業の５社が世界市場の約80％を占

めていた。それが、2000年においては、上位５

社で70％を占める点ではあまり変化がないよう

であるが、その５社の中で日本企業は１社のみ

となり、その他は、韓国２社、米国１社、ドイ

ツ１社と分散してきた。そこで、これら新興企

業の競争戦略の特徴を明確にし、寡占市場でい

かなる競争状態が実現されているかを考察する。

２ DRAM市場の寡占動向と日本企業の対応

本節では、2000年から2003年前半までの DRAM

製品の世界市場における寡占動向を概観し、その中

で日本企業がいかなる状況に直面することとなった

かを説明する。

2000年からの４年間の DRAM市場は大きく３つ

の時期に分けられる。第１期は、1999年から2000年

９月にかけてのいわゆる「I Tバブル」期である。こ

の期間に DRAMの価格が高騰し、需要も増え市場

取引額が急増した2）。第２期は、2000年10月から翌

年の10月にかけての未曾有の市況悪化期である。こ

の期間において需要の増加はあまり見られない一方

で DRAMの価格は一貫して急落し続け、最終的に

価格はこの時期の日本企業の採算ラインを割る価格

にまで落ち込んだ3）。第３期は、2001年11月から2003

年６月までの緩やかな市況回復期である。2001年の

冬場にはいったん日本企業の採算ラインをかろうじ

て超える水準まで価格は上昇したが、翌年夏場に向

けて再び低下しその後は需要の大きな増加もなく推

移している4）。

このような変動期において、市場におけるプレー

ヤーの振るい落としが進行し、既存企業の撤退とと

もに残った企業による撤退企業の生産能力の吸収、

残った企業同士の提携・合併が行われた。また、製

品の入れ代わりのスピードが加速され、市場に留ま

るために企業はより積極的な研究開発投資および設

備投資を続けなければならなくなったきた。その結

果市場の寡占化の程度はより高まってきている。た

だ、価格支配力を持つと考えられる企業はいずれも

徹底した生産コスト削減を行っており、非効率性を

解決しないと即撤退という状況となっているため、

寡占化にともなう弊害のおそれは少ないのではない

かと推察される。以下では、まず具体的な市場シェ

アの推移をみて、日本企業の動向に注目しながら寡

占化についてより詳しく述べる。
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DRAM市場の市場集中度の動向（2000年以前）

1990年代においては、前中期は韓国・台湾などの

新規参入によって市場集中度は低下した。しかし、

95年の「Windows95ブーム」以降は、DRAMの最大

の利用先であるパーソナル・コンピュータ（以下、

パソコン）への需要が年々10％を超える高い成長率

を保ってきたことで、DRAMへの需要も伸びてい

た。そこで、既存企業のみならずこれらの新規参入

企業も一斉に設備投資を行い、96年以降、供給過剰

によって DRAMの価格は急落して、結果的に市場

の取引額は98年まで縮小し続けた5）。低迷する価格

水準によって採算割れとなった企業は市場から撤退

せざるをえなくなった。80年代末から90年代にかけ

て DRAM生産の拡大を積極的に続けてきた Texas

Instrumenntsは98年６月に DRAM専業企業である

Micron Technology（以下、マイクロン）に DRAM事

業を株式交換で売却した。日本企業では、富士通が

99年に DRAMの操業を停止し、そのまま市場から

撤退した。また同年には、NECと日立製作所が、将

来的に生産・販売を統合することを目指して合弁企

業を立ち上げた。韓国では、金大中政権下での「財

閥改革」政策の一環として、99年に現代電子産業が

LG半導体を買収によって吸収合併した。このよう

な業界再編において、富士通のケースを除くと、退

出企業が、その生産能力を残留企業のいずれかに引

き渡す形で撤退したため市場集中度は上昇傾向と

なった。特に、現代電子産業のシェアの拡大は集中

度を大きく増加させることとなった。実際、98年時

点で、売上高によるシェアで、現代電子が約11％、

LG半導体が約８％であったので、合併時点で約19

％シェアの企業が誕生した6）。両年におけるサムス

ン電子とマイクロンのシェアは、各々18％と11％と

安定していたため7）、３社単純集中度では、98年で

は40％だったに対して、99年には48％に増加する

こととなった。

DRAM市場の市場集中度の動向（2000年から2002年）

2000年から2002年における DRAM市場は、本節

の冒頭でも説明したように、３つの時期に分けられ

る。市況が活発であった第１期、一転して市況が悪

化した第２期、さらにその後の緩慢な回復をたどっ

ている第３期である。第１期では、需要が急速伸び、

価格が高騰した。DRAMの需要は、95年以来のパソ

コン企業からの需要が約70％を占め、残り30％は、

携帯電話、プリンタ、ゲーム機、AV機器からの需

要である。特に、パソコン市場では、20％近い成長

率が続き、99年には20％を超えた。しかし、2000年

には、成長率は低下し始めていた。それでも、15％

の成長率があったため、各企業は生産を拡大した。

同時期に、携帯電話市場も急成長していたが、やは

り2000年には成長率は鈍化していた。2001年に入る

と、パソコン市場の成長はマイナスとなり、携帯電

話市場の成長も止まってしまった。その後は需要サ

イドでの回復は緩やかなものであり、市況の回復の

ためには供給サイドの調整が何らかの形で実現され

なけらばならない状況となった8）。DRAMの性能に

よる製品世代と照らしあわせると、第１期は、64M

製品が成熟し、128M製品が急速に伸びてきている

時期に相当する。第２期では、128M製品の搭載が

パソコンの標準となるにつれて、この世代が一気に

成熟期を迎えた。第３期では、256M製品への需要

シフトが急速に進み始めた。製品世代と、需要構成

との関係をみると、パソコン企業は最先端 DRAM製

品へ常に迅速に需要をシフトさせるが、携帯電話、

ゲーム機、AV機器からの需要は必ずしもそうでは

なく、一世代、二世代前の製品への需要が根強く残

るというパターンが顕著となっている9）。

以下、表１を参照しながらこの時期の DRAM世

界市場での寡占化動向を説明していく。そこで、２

点ほど注意しておく。まず、99年に誕生した新生現

代電子産業は2001年４月から HYNIX（ハイニック

ス）半導体と社名変更を行った。次に、99年に設立

された NECと日立製作所の合弁企業は、2000年に

社名を「エルピーダメモリ」へ変更し、翌年からエ

ルピーダブランドで DRAMの生産・販売を開始し

た。また、2002年に現れている南亜科技は96年に新

規参入した台湾の DRAM専業企業である10）。

表１から以下の諸点が観察される。

①上位４企業はこの３年間不変である。

②サムスン電子は１位の座を守り通しており、そ
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のシェアは増加してきている。

③ハイニックスはシェアを低下させてきている。

④日本企業はそのシェアを低下させてきている。

⑤Ｃ指標は増加傾向であるが、安定してきている。

⑥Ｈ指標からみると、シェアの分散は大きくなっ

てきている。

以下では、主に①から④について議論する。⑤、⑥

は次節で扱うこととする。そこで、上位４企業のこ

の時期の企業戦略をまず説明しておく。

サムスン電子の戦略

総合電機企業としての経営は一貫して変化してい

ない。2002年の段階で、売上高構成では、半導体20

％、液晶表示装置10％、通信機器30％、AV機器30

％、白物家電10％となっている。半導体事業の中心

となるのが DRAMであり、1992年以来、世界市場

でのシェアでは首位の座を守り通している。DRAM

については、数量的に他企業を圧倒するだけでなく、

品質的にも現在では世界１位との評価となっている。

このような成果を支えているのは、その研究開発・

設備投資戦略である。規模の経済性と学習効果の利

益を最大限に活かすために、最先端の技術を必要と

する DRAMの量産化を常に他企業の半年から１年

は先行するように研究開発・設備投資を積極的に

行ってきている。このような戦略は、DRAMだけに

限らず半導体製品全体に対して90年代後半から採用

されてきた。DRAMにおいて攻撃的な研究開発・設

備投資戦略が実行されたのは、99年においてである。

先述したように、この年の前年にはマイクロンが

Texas Instrumenntsの DRAM部門を引き受け、99年

には、現代電子による LG電子の吸収、さらに NEC

と日立製作所の合弁企業設立と競争相手の統合が相

次いだ。これに対して、サムスン電子は、当時の主

力 製 品 で あ っ た 64MDRAM か ら ２ 世 代 先 の

256MDRAMの生産ラインの建設を当初予定を半年

繰り上げて開始するために、急遽600億円の追加投

資を決定した11）。その後も、投資額は増加させてき

ており、市況悪化期の2001年においても3900億円

を、また2002年には4000億円を半導体部門に投資し

ている。この投資額は、企業全体の設備投資額の80

％を占めるものであり、戦略が徹底していることが

分かる。先端製品への早い取り組みも継続されてお

り、主力製品が128MDRAMから256MDRAMへ移

行する2002年において早くも512MDRAMの量産体

表１ DRAM世界市場でのシェア及び集中度の経過

2000年 2001年 2002年

サムスン電子 21 サムスン電子 22 サムスン電子 32

マイクロン 19 マイクロン 22 マイクロン 17

現代電子 17 ハイニックス 18 ハイニックス 13

インフィニオン 9 インフィニオン 10 インフィニオン 13

NEC 7 エルピーダ 8 南亜科技 6

東芝 6 東芝 5 エルピーダ 4

集中度指標 集中度指標 集中度指標

Ｃ3 57 Ｃ3 62 Ｃ3 62

Ｃ6 79 Ｃ6 85 Ｃ6 85

Ｈ3 1091 Ｈ3 1292 Ｈ3 1482

Ｈ6 1257 Ｈ6 1481 Ｈ6 1703

市場規模 28,900 市場規模 11,200 市場規模 15,400

註記：表１は、各年の世界市場でのシェア（％）の上位６社をとりあげたものである。集中度指標におけ

るＣ 3は３社単純集中度を示す、他も同様である。また、Ｈ 3は、シェアの２乗和をとった数値であ

る。なお、シェアのデータは、日経新聞の推定に拠る。また、市場規模は総売上高でみており、単位

は 100万ドルである。総売上高のデータは、矢野経済研究所の推定に拠る。
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制を整えている12）。

マイクロンの戦略13）

マイクロンは78年操業の米国のメモリ専業企業で

あり、主力製品が DRAMである。マイクロンの戦

略は、首位のサンスン電子との時間差を保つことで

ある。すなわちサムスン電子が常に先を急ぐのに対

して、逆に先端製品から一世代遅れた製品において

圧倒的な価格競争力を獲得することに焦点を当てて

いる。すなわち、現在世代での製品市場が成熟期を

迎える前で、かつ次世代製品が投入され始める時期

に、現在世代および現在世代より一つ前の世代（つ

まり、最先端製品からは二世代前）の製品での競争

に敗れた、あるいは敗れそうな企業の DRAM生産

工場を買収によって自前で建設するより安く購入し、

マイクロンの高い品質水準を満たす製品を製造でき

るように迅速に改修し、現在世代市場が成熟期に入

る時には現在世代と一世代遅れた製品における圧倒

的なシェアを獲得するというものである。この戦略

の代表的な例は、98年の Texas InstrumenntsのDRAM

部門の買収と、2001年12月の東芝の DRAM事業の

買収に見られる。Texas Instrumenntsのケースでは、

98年に市場が成熟してきた64MDRAMの一世代前の

16MDRAMの複数の生産工場工場（米国およびイタ

リア）を一括して約800億円で買収している。東芝

のケースでは、買収価格は不明であるが、2001年に

市場が成熟してきた 128MDRAM の一世代前の

64MDRAMを主に製造し128MDRAMも生産してい

る東芝の米国バージニア工場を吸収している14）。こ

の戦略が上手く機能するためには、買収した工場を

工程数を減らすなどより効率的な工場に短期間で改

修する技術が前提となり、そのためには先端的な製

品技術の開発・試作能力とそれを一定規模で生産し

ておくことが必要である。そのためにマイクロンは、

本社製造工場の規模に匹敵する開発・試作工場を別

に保有している。製造能力を短期間に拡大し、しか

も資本コスト負担を抑えるためには、買収ではなく

提携による方法も選択肢としてある。マイクロンが

あくまでも買収戦略を選択する主な理由は、生産提

携に伴う技術移転を避けることにある。マイクロン

の技術力は「世界最小サイズ」の製品として証明さ

れており、それは価格競争力の基盤となっている。

先端的な製品でのシェアはその導入時点では攻撃的

にならず、その世代製品が成熟した時に買収によっ

て一気に自前の製造能力を拡大して、成熟市場で圧

倒的なシェアを獲得するのがマイクロンの戦略の要

点である。

ハイニックスの戦略15）

ハイニックスの前身の現代電子は、半導体、通信

機器、液晶表示装置の３部門からなる総合電機企業

であった。ただ、売上高比率では、半導体部門が80

％を占めていた。その半導体部門のなかでも DRAM

生産へ偏重していた。ただ、97年から98年の DRAM

価格低迷期に業績が悪化してきてから後は、DRAM

での収益は赤字体質が続いている。99年の LG電子

の吸収合併時点で両企業とも巨額の負債を抱えてお

り、この合併で現代電子は LG電子の負債をすべて

引き受けることとなった16）。この負債の返済がハイ

ニックスの経営の自由度を奪っており、設備投資額

では、2001年には、600億円であり、2002年にも1200

億 円 に と ど ま っ て い る。特 に、2000 年 か ら

128/256MDRAMへのシフトを進めようとしていた

が、資金不足で実現できないまま2001年となり、こ

の時の市況悪化で主力の64MDRAMでの業績が悪化

し、生産の50％を占めていた米国オレゴン工場の操

業停止という事態となった。その結果、2001年の７

－９月で約1600億円の純損失を計上し、10月末に債

権銀行から救済融資を受け、経営は銀行管理下にお

かれた。その後2002年に、韓国政府の支援の下でメ

モリー部門をマイクロンに売却することが模索され

たが、同社理事会が決まりかけていた売却案を否決

した。独自生存をあくまでも守るのかどうかについ

てハイニックスの戦略は曖昧となっている。韓国産

資源省は、サムスン電子にハイニックスと事業提携

あるいはその経営を買収するように働きかけている

が、サムスン電子は全く興味を示していない17）。

インフィニオンの戦略18）

99年に独の総合電企業の Siemensの半導体部門が
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分離独立して発足した。事業分野は、メモリ以外に、

通信機器、自動車電子部品、ワイヤレス、ICカード

事業がある。2000年時点で、メモリ事業は売上高で

48％を占めている。DRAMにおいては、先端製品へ

の積極的な設備投資を行っている。特に、DRAMの

価格競争力をもたらす上での２つの源泉である、製

品の小型化とシリコンウエハーの大口径化の両方で

先行的な投資戦略をとっている。小型化においては、

独自技術によってサムスン電子製品と比較して最大

で20％多くのチップを同口径のウエハーから製造で

きる。また、ウエハーの大口径化においては、98年

から（つまり、Siemens時代に）モトローラと共同

で300mmウエハーの量産技術の開発に着手し、99年

には早くも300mmウエハーによる64MDRAMの出

荷を始めている19）。当時の業界では200mmが標準で

あったが、300mmにすることで、ウエハー１枚あた

り3.5倍の量のチップが作れるようになった。300mm

ウエハーでの量産化は、サムスン電子でも2001年に

ようやく着手したことからみてもいかに先端的な投

資であったかが理解できる。DRAMの製造能力につ

いては、技術ライセンス契約を伴った生産提携・委

託を行うことで、設備投資額を低く押さえながら市

場の動向に迅速に反応して能力を拡大できるように

している。さらに、モトローラのケースでは開発だ

けであったが、開発段階から開発費を分担してその

後の生産も折半出資の合弁で行うという戦略も採っ

ている20）。この点は、自主技術を自前工場での生産

に囲い込もうとするマイクロンとは対照的である。

以上、2000年から2002年において高いシェアを維

持している上位４企業の経営状況とその基本的戦略

を概観した。サムスン電子の最先端製品の早期投入・

圧倒的シェア戦略、マイクロンの自主技術・攻撃的

買収戦略、インフィニオンの先端的製造技術・積極

的な提携戦略というように各々が明確な戦略を打ち

出しているのとは対照的に、ハイニックスは経営の

困難な状況で DRAM市場での一貫した戦略を選択

できていない。戦略の不明確さの影響は、シェアの

面でハイニックスが事実上インフィニオンに抜かれ

ていることに現れている。この点は、表２からその

実態がみてとれる21）。

表２では、ハイニックスが、2002年から2003年に

かけて成熟市場となる256MDRAM製品で全くシェ

アを獲得できていないことがはっきり現れている。

その原因は、すでに述べたように、2000年と2001年

における新規設備投資の過小さにある。マイクロン

は、成熟期にある128MDRAM市場で、２位企業以

下を大きく引き離すシェアを獲得している。また、

サムスン電子は、先端の製品で競争上優位に立って

いる。また、インフィニオンと南亜科技の提携はサ

ムスン電子、マイクロンに匹敵する競争力を確立し

ている。

表２ 2002年の DRAM世界市場でのシェア：製品性能別

64M 128M 256M

ハイニックス 33 マイクロン 38 サムスン電子 33

サムスン電子 24 サムスン電子 22 マイクロン 24

マイクロン 22 ハイニックス 22 インフィニオン 15

ウィンボンド 6 インフィニオン 8 南亜科技 11

南亜科技 6 モセル 4 ウィンボンド 4

ヴァンガード 3 南亜科技 3 ハイニックス 4

市場規模 9,000 市場規模 25,000 市場規模 21,000

註記：表２は、2002年の６月と 12月の世界市場でのシェア（％）の上位６社をとりあげたものである。

市場規模は総生産高でみており、単位は万個である。シェアデータは、『半導体産業計画総覧 2002年
度版』の p. 400の４から筆者が計算したものである。
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日本企業の対応

2000年から2003年における DRAM市場での上位

４企業の動向に対する戦略は、基本的には撤退戦略

であった。2000年の時点で、DRAMの生産を続けて

いた日本企業は、NEC、日立製作所、東芝、三菱電

機の４社であった。いずれも、巨大な総合電機企業

であり、半導体部門以外の事業を持ち、また半導体

部門で全般的に非常に高い技術力を誇る企業ばかり

である。にもかかわらず揃って競争力を失ってし

まった原因は、ハイニックスと同様に戦略が定まら

ず、状況にただ反応してきたことにあると考えられ

る。この期間の日本企業のとった主な行動は、表３

にまとめた。

表３が示しているように、日本企業は、エルピー

ダメモリ１社を残して、DRAM事業から撤退してし

まった。日本企業４社に共通することは、2000年を

境に、企業内での半導体分野と非半導体分野での経

営資源配分における比重の変更、および半導体分野

内での DRAM部門と非 DRAM部門での比重の見直

しが行われてきた。基本方向は、半導体分野から通

信、自動車、AV機器等の非半導体分野への資源シ

フト、と同時に半導体分野では、システム LSI等の

カスタマイズド製品部門への重心移動が計られた。

この変更は、ある意味ではそれまでの偏重構造を

もっとバランスのとれた事業構造にするものである

といえるが、別の見方をするなら、各分野・部門で

の戦略的焦点をばやけたものにしてしまったともい

える。NECと日立製作所は、折半出資で DRAM専

業の合弁企業エルピーダメモリを設立したが、それ

もやはり各々の企業内での経営資源配分の見直しの

過程で行き場を失った DRAM事業部同士が統合し

たものである。エルピーダメモリの経営の意思決定

は、親会社である NECと日立製作所の経営の決定

に従属するものであり、例えば2001年９月の生産延

期は親会社の意向によるものであった。DRAMでの

競争力を支える設備投資においても、2001年度での

半導体分野への設備投資額は、NECが800億円、日

立製作所が220億円であった。2002年度も、NECの

投資額は550億円、日立製作所は240億円とさらに削

減されている。先述したように、同時期にサムスン

電子は、4000億円前後の投資を行っている。このよ

うに企業単体としての機動的な意思決定ができない

エルピーダメモリは、その結果として統合のメリッ

トを失い市場シェアを減少させている。その結果、

表３ 2001年から2003年の日本企業の対応

年 月 日本企業の対応

2000年４月 エルピーダメモリが業務開始。

2001年２月 NECと日立の製品をエルピーダブランドに統一。

2001年６月 NECは米国ローズビル工場での生産中止。

2001年９月 NEC広島工場における300mmウエハーでの生産延期。

2001年10月 日本の４社が韓国 DRAMへのダンピング課税適用申請検討。

2001年12月 東芝は DRAM市場から撤退。

2002年１月 東芝は米バージニア工場をマイクロンに売却する。

2002年９月 NEC広島工場における300mmウエハーでの生産開始。

2002年10月 三菱電機は DRAM事業をエルピーダに売却と発表。

2002年11月 エルピーダは経営立て直しのため経営陣を入れ替え。

2003年３月 三菱電機の DRAM事業がエルピーダに統合される。

2003年８月 エルピーダと台湾５社はハイニックスへの制裁関税適用申請。

註記：表３は、日経新聞記事および『マーケットシェア・マンスリー』（矢野経済研究所）

から作成した。
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表１が示しているように、2000年の時点では、NEC

がシェア７％で、日立製作所が約４％であったにも

かかわらず、統合後の2001年にはシェアは８％に落

ちており、さらに2002年には４％にまで落ち込むこ

とになったと考えられる。

３ DRAM市場における競争政策上の展開

本節では、2000年以降寡占化が進行している

DRAM市場を競争政策の視点から評価する。すなわ

ち、前節の表１から得られた６つの観察点の⑤、⑥

について議論をしていく。

表１から観察されたように、2002年にかけて市場

の集中度は、上位企業がシェアを伸ばし、かつシェ

アの分散が大きくなってきている。数字だけで判断

すると、DRAM市場では上位３企業が市場支配力を

強化してきており、その結果、支配力を利用して、

競争を不当に制限する、あるいは競争を回避する

（つまり、協調する）可能性が高くなっていると言

える。例えば、首位のサムスン電子と３位のハイ

ニックスが韓国政府の誘導の下で統合するようなこ

とがあれば、シェアとして45％の企業となり、市場

支配力の濫用の恐れはかなり深刻になると考えられ

る。この統合に限って議論するなら、サムスン電子

がハイニックスを統合することで、DRAM生産にお

ける効率性が高まるわけではないし、またシェア拡

大による規模のメリットによる価格低下も期待でき

ない。効率性の面では、新規設備投資をほとんど

行っていないハイニックスの生産効率がサムスン電

子の生産効率を上回るとは考えられない。また、シェ

ア拡大のメリットにしても、表２から明らかなよう

に、サムスン電子の強みであるいち早く最先端製品

の量産化を目指すという戦略において、ハイニック

スの最新製品のシェアは極めて小さいレベルでしか

ない。逆に、ハイニックスが大きなシェアを持って

いる、一世代、二世代前の製品市場でのシェアは高

まるが、そこではマイクロンが優位を保っているた

め、サムスン電子にとっては価格競争を自ら誘発す

るよりむしろ供給調整をして価格の安定化を目指す

ことが予想される。したがって、経済効率性の改善

をほとんど伴わないが、一世代、二世代前の製品市

場での価格協調をもたらす可能性が高いこの統合は、

競争政策上決して許してはならない。そもそも、ハ

イニックスの誕生自体競争政策からすると疑わしい

ケースと思われるが、産業政策が競争政策に優先す

るというスタンスで実現されたものである。韓国内

での政策スタンスがもし現在でも変更されていない

ならば強引な統合が行われる可能性は否定できない

が、韓国の競争当局はそのような場合でも厳然と統

合に反対すべきである。

はじめにも述べたように、DRAM市場は、2000年

以降は、上位５社で70％を占める点では80年代後半

とあまり変化がないようであるが、その当時と現時

点の大きな違いは、世界市場取引の基本的ルールが、

GATTルールからWTOルールへと発展的に変わっ

てきていることである22）。WTOルールの下では、自

由貿易を歪曲するような政府・企業の行為はより厳

しくチェックされる。特に、最終的には価格競争と

なる DRAM市場に関係するのは「ダンピング」と

「補助金」の問題である。実際、2003年に入って、マ

イクロンは米国商務省に対して、韓国製品の価格が、

その企業努力ではなく韓国政府の補助金によって低

くなっており、その結果大きな損害を被ったと訴え

出た。これに対して米国商務省は、ハイニックスが

2001年に受けた救済融資が「不当な輸出補助金」に

あたるとして、補助金を相殺するためにハイニック

ス製品に最高44.71％の制裁関税を課すとの裁定を下

した23）。

EUにおいては、EC条約89条において、「加盟国

政府の企業に対する補助金が競争への歪曲効果を生

じないかに対して、EU当局及び欧州裁判所が審査

する権限がある」としている24）。この考え方は、ま

さにWTOルールそのものであり、加盟国以外の国

で、EU加盟国へ輸出をしている企業の政府の補助

金の正当性は厳しく問われる。実際、2002年に、イ

ンフィニオンの申し立てによって EU当局は、韓国

政府がサムスン電子、ハイニックスに認めている輸

出にかかわる税制措置、政府保証の輸出信用等が、

不公正な補助金の疑いがあるとして、審査を行うと

発表した25）。現在の EUの基本的なスタンスは、EC
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条約157条で規定されるように、「競争政策と相容れ

る範囲でのみ、産業政策が許容される」となってい

る。こうした動向は、韓国政府のみならず日本政府

等の産業政策の比重がいまだに比較的高い国の産業

政策のあり方に再考を促すものとなっている。

４ おわりに

本論文では、DRAM市場における2000年から2003

年における競争政策上注目すべき点を捉えて議論し

てきた。2001年に著した論文では 1999年までの

DRAM市場を扱っていたので、その後の経過を追っ

てみて2001年の段階で予想できたことと、その時点

からすると意外な展開になったことがいくつか認識

された。それはまた、今後の研究の指針になると考

えられるので、興味深いと思われる点をいくつか述

べて稿を閉じる。

第一は、サムスン電子が総合電機企業という点で

は、日本の４企業と同じであるのに、DRAM市場で

のパフォーマンスは全く異なるものになってしまっ

たことである。

第二は、マイクロンの戦略の要としての買収にお

いて、マイクロンは株式交換で行っているが、日本

企業は、そのような買収を行わないということであ

る。実際には、行えないのかもしれないがそれは制

度上の問題だけなのであろうか。

第三は、韓国政府のスタンスは、かなり日本政府

のスタンスに似通っている。ただ、米国と EUの競

争政策は韓国と日本政府の考えるよりも「競争によ

る資源配分の効率性の向上」という方向を厳格に追

求するようになってきているので、企業に関わる政

策がどのような形で競争と関係づけられる可能性が

あるかをしっかりと研究しておく必要がある。
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トのスポット価格）をピークに価格は下がり始め、翌年３

月には一個５ドルにまで下がった。その後も下げ止まらず、

2001年の10月にはついに一個１ドルを割り込んだ。ちなみ

に、この時期の日本企業の採算ラインは一個３ドルから3.5

ドルの間であった（日経新聞2001年11月３日付け）。

４）2002年の夏段階での価格は一個2.5ドル（パソコン向け

128メガビットのスポット価格）であった（『半導体産業計

画総覧2002年度版』、p. 400）。

５）1995年の DRAMの世界全体での取引額は、約40,000（単

位100万ドル）であったのに対して、1998年には14,000に

まで縮小した（WSTS調査、『日本半導体年鑑2001年度版』、

p. 173）。

６）『市場占有率2000年版』、p. 47。

７）WSTS調査。

８）日経新聞2002年２月21日付け。

９）データクエスト資料に拠る。

10）95年に沖電気工業から16/64MDRAMの技術を導入した

（『日本半導体年鑑2001年度版』、p. 249）。

11）その結果、99年の半導体部門での新規投資額は、1800億

円となった（『半導体産業計画総覧2002年度版』、p. 492）。

同じ年の NECの投資額は、1500億円であった（『日本半導

体年鑑2001年度版』、p. 122）。
12）『半導体産業計画総覧2002年度版』、p. 399、p. 492。

13）『日本半導体年鑑2001年度版』、p. 230、『半導体産業計画

総覧2002年度版』、pp. 421–22、日経新聞2003年２月９日付

け。

14）買収戦略としては、前段階でまず合弁企業を設立して、

後に完全子会社化するという方法も採っている。その例と

して、神戸製鋼所との合弁会社を2001年に買収によって完

全子会社化したケースが挙げられる（『半導体産業計画総覧

2002年度版』、pp. 421–22）。

15）『日本半導体年鑑2001年度版』、p. 241、および『半導体

産業計画総覧2002年度版』、pp. 494–97。
16）この時の買収金額は、約２兆５千億ウォンだった。買収

時点で、LG半導体の半導体部門の負債は約４兆ウォンで

あったのに対して、買収する側の現代電子産業の抱えてい

た負債は約11兆ウォンであった（日経新聞2001年11月８

日付け）。現代電子産業は売上高の80％が半導体事業から

であり、事業構造的には DRAMに偏重していた。買収時

点直前の現代電子産業の業績は、97年に売上高が約3.5兆

ウォンで、1800億ウォンの赤字であり、98年では、売上高

が約4.5兆ウォンで、1500億ウォンの赤字であった（『日本
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半導体年鑑2001年度版』、p. 241）。

17）『マーケットシェア・マンスリー』（2001年３月号、矢野

経済研究所）、および、日経新聞2002年５月８日付け。

18）『半導体産業計画総覧2002年度版』、pp. 476–82。

19）モトローラは、97年に DRAM市場から撤退した（『日本

半導体年鑑2001年度版』、p. 226）。

20）例えば、2002年から南亜科技と開発費分担で先端的技術

の共同開発を始め、それと並行して、2003年末からの生産

を予定している生産合弁会社も設立している。

21）表２中の、ウィンボンドは、台湾の３番手の半導体企業

である。2001年までは、東芝と提携していた。ヴァンガー

ドは、94年に官民共同出資で設立された台湾の DRAM専

業企業である。モセルは正式名はモセル・バイテリックで

ある。83年に、米国の半導体研究開発専業企業バイテリッ

クと台湾のDRAM生産企業モセルが合弁で設立したDRAM

専業企業である。インフィニオンとの生産提携を行う合弁

企業を設立している（『日本半導体年鑑2001年度版』、p.

245–49）。

22）小室（2003）第５部を参照。

23）日経新聞2003年７月24日付け。

24）越智（2000）の第１章を参照した。

25）日経新聞2002年７月26日付け。

参考文献

『日本半導体年鑑2001年度版』、プレスジャーナル

『半導体産業計画総覧2002年度版』、産業タイムズ社

越智保見著（2000）「欧米独占禁止法の解説」（初版第１刷）、

商事法務研究会

小室程夫著（2003）「ゼミナール国際経済法入門」、日本経済

新聞社

柳川隆、吉野一郎（2001）「世界寡占に関する実態調査」、平

成12年度委託調査報告書、公正取引委員会

吉野一郎（2001）「IT産業の世界的な寡占」、『公正取引』2001

年 No. 612、公正取引協会


